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― 行革国民会議ニュース ― 

長野知事選に思う 

 

中康夫氏が１０月１５日の長野県知事選挙で当

選した。これまでの吉村県政の後継者を任じ、

十分な時間をかけて県内の市町村長や議員、各種団体

などの支持を取り付けた候補が選挙間際に急遽引っ張

り出された田中氏に破れたのである。 

 なぜこのようなことになったのか。その最大の理由

は、田中氏がこれまでの県政と全く異質な存在だった

からだろう。一方の候補は県政そのものであった。仮

に知名度が高くても議員や議員経験者といった候補者

が出たのでは、勝つことは難しかっただろう。その場

合は、同じ土俵、しかも相手方が有利な陣地取りをし

ている土俵で勝負しなければならないからである。と

ころが、今回の知事選では田中氏は相手の土俵に上ら

ず、その土俵そのものを批判したのである。 

 したがって、なにか具体的な政策についての是非が

選挙の争点になったわけではない。これまでの路線を

継承するか、あるいは（よくはわからないが）新しい

路線に乗り出すかということが選択肢となった。新し

い路線への切替ということは、誰もがいうことである

が、その多くは「同じ穴のむじな」がいっている場合

が多い。ところが、この選挙では、少なくとも田中氏

はこれまでの県政とは異質な候補であることは明らか

であった。そこが勝因であって、青島、横山、橋本、

石原現象が長野でも生じたことになる。こうした傾向

は今後都市化が進んだ他の地域でも強くなっていくだ

ろう。それを単なる有名人好みであると考えて、参院

に非拘束名簿方式を無理やり導入した今の政権与党は、

驚くほど時代認識が欠如していると思う。 

 

質性が評価されて知事に選出されだけに、その

新知事を迎える県の幹部職員の対応ぶりはまさ

に見ものであったし、２６日夜のテレビはなんどもそ

れを放映した。あたかも自分たちがそこの主人公であ

るような顔をした幹部職員諸公は、古参兵が新兵をい

たぶるように、県民から選ばれた知事に対応していた。

なるほど、このような県政が続いて来たから、今回の

ような変換を県民が望んだにちがいない。政権交代は

ここでは本当に必要だったのだ、ということが全国に

紹介されたことになる。 

 新知事はこれからもこうした職員や議会との対決を

否応なく迫られるに違いない。また、陰に陽にいじめ

も行われるだろう。むかし、青島氏が都知事になった

とき、議会で「ハローワークとはなにか知っている

か」と愚劣な質問した議員がいた。おそらくその程度

のことが長野でも続出するに違いない。異質なものが

組織内に入り込んで来たならば、強いアレルギー反応

が起こり、組織を挙げてそれを排斥しようとするのが、

どこの組織でも一般的である。しかし、異質を評価さ

れて選ばれた新知事は、既存勢力、原住民との対決を

避けるわけにはいかない。避ければ背信行為というこ

とになるだろう。また青島氏のように丸め込まれても

同じことである。 

 

知事との対立構図が長く続くことを懸念する向

きもある。しかし、県庁職員の抵抗はどこにも

大義名分がなく、知事が強く出れば屈服せざるを得な

い。しかし、議会との対立は別である。ひとつにはこ

れでようやく議会の存在価値が出て来て、知事との間

に建設的な論争ができるならば、地方自治に新たなペ

ージを開くことになるという見方もできる。県民監視

の下で論争が展開されることは望ましいことである。

さらに、次の県議会議員選挙で県議会にも新しい風が

吹込むことになれば、さらに事態は変ってくる。職員

の間にも特に若手の職員に変革の芽が生まれればなお

さら結構である。 

 今回の知事選が長野の県政の転換のきっかけとなる

か、あるいは一過性のあだ花に終るか、それはわから

ない。しかし、仮に長野でうまくいかなくとも、また、

同じようなことは都市化が進んだほかの地域で起こり、

こうした頻度が次第に多くなってやがては一挙に変革

が生ずるということになるというシナリオに期待をか

けたい。もちろん、県知事だけでなく市町村長選挙さ

らには国会議員選挙も含めての話である。 

               （並河 記） 
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【市町村主権フォーラム懇談記録】 
 以下にご紹介するのは、去る８月３日に開催された市町村主権フォーラム首長会議における榛村・掛川市長と沢田・横須賀市長

からの報告及び懇談の記録である。 

 

掛川方式の生涯学習まちづくり施策 
 － 随所の時代の小都市工学２３年の実験 

 

掛川市長 榛村 純一 

 

 あとでお話しいただく沢田さんの横須賀市は計

量的であり都市的であるのに対し、私の方は田園

的であり情緒的です。同じ環境問題を取りあげる

にしても、こうした違いがあります。掛川市は人

口８万人の、お茶を中心としたところですから、

農業的でもあります。この点を前提にお聞きいた

だければ幸いです。 

 

１ 三全総・定住圏構想で出発 

 私は三全総の定住圏構想が閣議決定されました

昭和５２年に市長になりましたので、それと一緒

に歩いてきました。その当時、これからのハード

は従来型の都市基盤整備ではなくて、教育・文

化・医療・福祉・安全・レクレーション分野で高

次都市機能をもつべきだという下河辺さんの考え

方がありまして、市長就任直後の新鮮な気持ちと

してそのとおりだと思ったわけです。モデル定住

圏は１２ヵ所指定され、掛川もそこに選ばれまし

た。しかし、代議士さんや他の首長から、高次都

市機能といってもまだまだ公共事業でやらなけれ

ばならないところが沢山あるという声が一斉に挙

がりまして、田園都市構想が追加され、その翌年、

大都市圏は除いて、全都道府県に定住圏域が指定

された経緯があります。 

 そのときに私は、新幹線の掛川駅をつくるとい

うことと定住圏構想と生涯学習の３つを旗印にし

たわけです。新幹線の掛川駅だけですと高度成長

前半期の価値観と同じになってしまうので、生涯

学習運動と一緒にスタートさせました。いいまち

を作るということとはどういうことかを考えるこ

とが生涯学習の最大の課題であるということで、

昭和５４年に生涯学習都市宣言を行いました。現

在宣言したところが１４０ありますが、私のとこ

ろが第１号です。 

 そのとき新聞記者の方々からなにを目標とする

のかと聞かれましたので、「自然と農住商工と福

祉・レクレーション施設が美しく共存した考え深

い健康市民の大勢いる都市」と欲張ったことを目

標として並べました。これは２３年前にいったこ

とですが、今でも通用することだと思っておりま

す。 

 こうしたことをやる場合、強いリーダーシップ

ということがよくいわれるのですが、私はリーダ

ーシップとは、勿論、経済的背景とか地盤、看板

も必要ですけれども、現場１００回主義で、その

現場の土地勘と環境掌握をちゃんとしているとい

うことが大事だと考えています。定住圏構想が始

まったとき、つまり市長になりたての時、２年か

けて市内のお宮、お寺を全部回り、区長さんのお

宅も全部訪れ、従業員３０人以上の工場の全てを

回って実態を掌握することに努めました。それか

らショッキングな人事をやろうということで、建

設省から助役に来てもらいました。こうして中央

につながりながら、かつ、在地性を極端に出すこ

とを心がけたわけです。また、市民に話しに行く

ときとか区画整理を立ち上げる時とか、老人会で

話すときとか、必ずレジメを書くということをや

ってきました。２３年の間に４５００枚くらいに

なっております。こうした結果、規制的な条例を

作っても、あの人は現場をよく知っているから、

規制的な条例も権力でやっているのではないと理

解して貰うことにつながったと私は思っておりま

す。 

 

２ 向都離村の学校教育から選択土着の生涯教育

へ 

 明治以来の学校教育は都に向かって村を離れる

向都離村の教育でした。そこで私は選択土着の生
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涯教育を唱えました。掛川を選択して、土着して、

一生涯を幸せに暮らすということです。まだ環境

条例などといわなかったころですが、「花と緑で

美しい環境をつくる条例」というものを昭和５５

年に制定しました。私がこういうものを作ってま

ちを美しくしていきたいといったら、まだホヤホ

ヤの市長でしたから、昔からいる企画部長や役場

の古参職員から、女学生みたいなことをいうなと

いわれました。 

 生涯学習まちづくりということで、「掛川学事

始め」ということを提唱いたしました。今までの

教育は地域と両親を乗り越える教育をやってきた

ので、地域と両親を尊敬する教育に変わらないと

いけない。ところが地域と両親は尊敬するに値す

るものをもっていない。そこで、尊敬に値する地

域と両親を作らないかぎり東京へ出ていくことを

止められない。こういう発想で生涯学習運動を地

域づくりと結びつけて、「掛川学事始め」という

形で始めました。 

 地域の活性化も、ただ単に道路の舗装率や下水

道の普及率ではなく、真の活性化はそこに住んで

いる人たちの頭脳と血液と女性と自然と立地の活

性化であると位置づけました。頭脳と血液と女性

の活性化はおわかりになると思いますが、自然の

活性化とは川に魚がちゃんと泳いでいるとか、森

林が一番成長率が高く維持されているとかいうこ

とです。立地の活性化とは、全国では空港をつく

ったりしているわけですが、掛川の場合は新幹線

の駅をつくることと東名のインターをつくること

でした。立地の活性化だけは高度成長期前半の価

値観でやらないと向都離村になってしまいますか

ら、そうならないために考えたわけです。 

 一番肝心なのは、親子孫三代の活性化です。こ

のつながりがなくなっていることが非常に大きな

問題だと思います。 

 また、「随所で地域特色」というのは、知床も

隠岐島も掛川もどこも「随所」、つまり所に従っ

て地域特色を持たなければいけない。国土の均衡

ある発展というのは高度成長前半期の価値観であ

り、定住圏以降、特に現在では特色ある発展をし

なければいけないという考え方です。 

 世の中には絶対善というものはないというので

すが、私は専門が林業ですから、緑化だけは絶対

善と考えてもいいのではないかということで政策

体系を作りました。緑化ということは全国の市長

がいっていることで、それだけでは面白くありま

せんから、「万緑化」ということで、街路樹の種

類を増やし、水源地域を森の都にしようというこ

とや森林蓄積を１７０万立米にしようということ

を推進してきました。 

 

３ 小中高校教育・施設の充実、学校を地域の太

陽へ位置づけ 

 小中高等学校はそのまちで財政的投資と人的投

資を一番多くやってきた所ですから、これを活用

しなければいけないということで、学校は地域の

太陽であると位置づけて、小学校を地域の生涯学

習センターにしました。地域の住民は３層建てで

生活しているわけで、一番基礎が集会所・公会堂、

それから小学校区、そして全市民が集まるところ

という３層になっているわけで、そこへ私どもも

いろいろ情報を流したり、情報を加工したりして

いるわけです。私は現場１００回主義ですし、な

にか強く指導力を持つためには皆の意見をよく聞

いていなければいけないということで、自治区が

１４０ありますが、その区長、副区長、会計を市

民総代ということにして、施政方針を議会のほか

そこでも読んでおります。また、秋には小学校区

へ行って移動市役所のように市民総代会の地区集

会を開いております。こうして住民の意見、要望、

苦情、アイデアが明らかとなると、今度はちゃん

とその進行管理、在庫管理をやる。それを通じて、

そのまちの品質管理と特色商品化を進めておりま

す。まちを発展させるなどという言葉では分から

ないので、まちの特色を作ってそれが売れるよう

にしなければいけないというわけです。 

 行政学の分野で意見要望苦情アイデアの進行管

理、在庫管理ということを入れたのは私が最初だ

とほめられたことがありますが、日本の企業が成

功したのは品質管理、在庫管理がしっかりしてい

たからで、行政もまちづくりも品質管理、在庫管

理の時代だと思います。 

 環境条例も土地条例も私権を制限することにな

り、私権を制限するとみんなブーブーいうわけで

すが、この市民総代会で出された意見要望苦情ア

イデアを総合したものがこの条例なのだという形

で、権力根拠を皆の意見要望苦情アイデアの総合

に置いております。どこかで勉強してきて突然条

例を作るという形ではない、といっているわけで

す。ですから、規制条例を制定する権力の客観性
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と説得力は、こうした住民の意見をよく聞いて、

現場をよく掌握して、情報を蓄積加工していない

とできないということです。 

 

４ 新幹線掛川駅設置と３０億円市民募金 

 新幹線の掛川駅を作るときに、駅が出来て乗り

降りが便利になるだけでなく、駅前広場を一番立

派に作ってやろうと思ったわけです。掛川が駅を

作ったときは全国の新幹線の駅は５３駅でしたが、

いまは６５駅あります。そのなかで日本一のもの

を駅前広場の美学として８つ作ってやろうと思っ

たわけです。なにか公共施設を作るときに、ここ

は美しいところだとか多目的に考えることを心が

けてきました。 

 

５ 地球・森林、美感・活力、徳育・安心都市宣

言 

 掛川の特色、あるいは私の市政の理念の特色は、

二宮尊徳の教えです。尊徳の教えというのはもの

を大切にするということです。今の日本は１７才

殺人などが起こっておりますが、私は明治から今

日までいろいろなガバナビリティが続いていると

思うのですが、霞ヶ関のなかで一番断絶して変わ

ったのは文部省だと思います。文部省が二宮金次

郎をやめたからです。渋沢栄一から松下幸之助、

あるいは土光敏夫などこれまでの日本の企業のす

ぐれた創業者・経営者のバックボーンにあるのは

二宮尊徳です。それをやめたのは日本を立ち上が

らせないようにするＧＨＱの陰謀と日教組です。

それを復活させなければいけない。いまバブル経

済でひどい目にあって不良債権だらけです。だか

ら、きちんと総括し、そのなかで環境問題も土地

利用問題も考えないといけないと考えております。 

 尊徳の教えは経済面と道徳面と２つあります。

尊徳の有名な言葉に「経済のない道徳は寝言だ」

というのがあります。同時に、「道徳のない経済

は犯罪だ」といっているのです。これをやめたか

ら、今のようなひどいことになってしまったわけ

です。 

 そんなこともありまして、土地改良とか区画整

理の場合に一般的には「減歩」というのですが、

減歩というとなんとなく自分の財産が取られると

思って皆反対するのですが、掛川では「貢献率」、

つまり自分の土地を開放して街路にしたり公園に

したりする、地域社会に貢献することだといって

おります。いってみれば緑の解放運動、庭の木々

を街路樹に変える運動といった位置づけです。

「推譲」ということが尊徳の一番の教えです。戦

前は勤労だけ教えたのですが、本当は「分度と推

譲」が尊徳の教えの柱です。「分度」というのは

環境のなかで自分の「分」を知るとか度合いを知

るとかそういう意味です。今は日常の言葉にはな

っていませんが、いい言葉だと思っております。

推譲は文字通り譲るということです。こういう思

想を持たなければ、環境条例もまちづくり土地条

例も成り立たないと思います。 

 

６ 東名掛川インターの３セク設立 

 東名にインターをつくるときも、単に自動車の

出入りが便利になればいいという考え方ではあり

ません。全国で５０２番目だったのですが、その

とき道路公団と私どもと美意識で大分乖離があり

ました。公団は安全性第１、したがって機能性、

経済性、画一性で５０１カ所すべて同じ設計でし

た。これで事故もなかったし良かったというわけ

です。私どもは、それはそれで大事なことだけれ

ども、地域性、文化性、多様性ということを選択

すべきではないかと主張しました。幸い、分権の

流れもあってマスコミの方々も味方に付いてくれ

て、インターの設計が初めて掛川から変わりまし

た。たとえば、それまでは平らな屋根だったのを

切妻にするとか事務所の設計やサインを変えると

かいうことです。このように、環境をよくすると

いうことは、何か拠点を作ったりするときに、そ

の拠点はただ単に拠点を作ればいいという発想で

やるのではないということです。 

 

７ 掛川城天守閣の木造本格復元 

 掛川は小さな町ですから核はひとつだったので

すが、思い切って核分裂させて、まちの目玉を城

郭目玉と庁舎目玉と二つ作りました。 

城郭目玉については、本物志向で木造の天守閣

を造りました。はじめは建築基準法違反だったの

ですが、「建築基準法は明治以降に出来たもので

あって、我々のつくるものは４００年前のもので、

何度も地震をくぐり抜けてきた姫路、松本、彦根

と同じ工法で作るわけであるから、なにが建築基

準法違反か」といって頑張りまして実現しました。

今は、歴史的建造物についてはその限りにあらず

と但し書きがついて、違反でなくなりました。 
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 市役所の方は、郊外へ引っ越しまして下水処理

場と屎尿処理場と一緒に作りました。そのとき屎

尿処理センターという呼び名をやめまして、生物

循環パビリオンということにしました。生物循環

ということにすれば迷惑施設という感じがなくな

ります。「水のわんぱく探偵団」というのを作り

まして、子ども達はそこへ来て水の中の微生物学

習をするわけです。微生物学習ということは子ど

も達に一番大切なことで、環境問題は微生物学習

から始まるわけです。 

 

８ 生涯学習まちづくり土地条例 

 以上申し上げてきたことはなにかを作るときの

基本となる考え方を申し上げてきたわけです。 

 そこで生涯学習まちづくり土地条例についてで

すが、これをつくる動機となりましたのは、バブ

ルで土地投機がひどくなったことです。たとえば、

駅前の土地がそれまで６０万円だったものが５０

０万円までいったわけです。これは異常なことで

すが、都市計画法、農地法、農振法をもってきて

も狂乱土地投機は防げない。どうしても、首長が

権限を振るって防がなければいけない。そこで地

権者の８割の同意を得たら特別計画協定区域とい

うものを設定し、そこでは勝手に売り買いは出来

ないという仕組みをつくりました。 

 もちろん、法律で決まっていることを否定する

訳にはいきませんから、農振地域、用途地域ある

いは市街化調整区域については、それはそれで認

めるわけです。ところがそれのどこにも属さない

白地地域というものがありますから、首長がここ

が大事だと決めたところは特別計画協定区域に指

定します。つまり、土地利用計画においては建設、

農水と掛川市の三元論にしたわけです。三元論に

して、これらがバッティングしたときは、首長の

権限を一段高くして、ドイツのように計画高権と

したわけです。まだ、これを発令していませんけ

れども、いずれ発令しようと思っております。こ

れからは永久農地、永久森林というのを設定しな

い限り日本列島は駄目になりますね。そのかわり

それに対しては手厚い保護を加える。永久農地に

なったら農業をやらない息子達には相続させない。

都会で農業をやりたいと思っている人たちにそれ

を安く貸してあげる、というような方向にもって

いかないといけない。森林も永久森林というもの

を設定しなければならないと考えています。 

 そこで、違反したりどうしてもいうことを聞け

ないひとは、環境や土地利用にそれだけマイナス

を与えるわけですから、まちづくり資金を出しな

さいということになっております。これまでにも、

３０００万円とか２０００万円とか出してもらっ

て、それで環境、まちづくりへのダメージをカバ

ーしております。 

 なお、特別計画協定区域になるにあたっては８

割の賛成が必要ですが、この８割という数字につ

いてはもっと多くすべきではないかなどいろいろ

意見があります。しかし、８割賛成ということに

すれば大体９割５分の賛成になりますから８割と

いう数字にしてあります。 

さてそこで特別計画協定区域になると、次の８

つの選択肢があります。 

① なにも開発せず景観づくりと環境浄化のみで、

不動産の売り買いはやめようという協定。 

② 特定保全地域（池沼、森、広場）の共同買

収・保全。これはナショナルトラストの考え方 

③ 地域将来像の調査研究コミュニティ活動。自

分たちの地域はどうあるべきかを考えていく。 

④ 土地改良や経営構造対策や農集排事業の導入

など、農振地域の協定 

⑤ 区画整理事業の導入や公共下水道、街なか再

生事業の導入など、市街地の協定 

⑥ 民活１ 住宅団地造成事業 

⑦ 民活２ 工場団地造成。ただし大型小売店進

出は規制する 

⑧ 民活３ スポーツ施設等リゾート観光事業 

 バブルのころは、特別計画協定というとなにを

やるのかということに関心がありましたが、いま

ではなにをやらないか、あるいはここだけは保全

しようとかいう環境配慮の話が多くなってきたの

で、良かったなあと思っております。 

 ところで、なぜ土地条例の上に「まちづくり」

という名前をかぶせたのか、さらにそのうえに

「生涯学習」という名前を加えたのかといえば、

土地利用計画というのはどういうまちづくりをす

るかという理念がなければありえない。またまち

づくりをやる場合に、どういうまちがいいかとい

うことになると、良質とはなんぞやということに

なる。これは生涯学習の永遠の課題です。したが

って、「生涯学習まちづくり土地条例」という長

い名前になったわけです。よそでは地域振興課と

か企画調整課とかが所管しているのですが、掛川
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ではこの条例は良質地域課というところが所管し

ています。良質地域とはなにかといえば、良質な

環境・文化の地域で、そこに住んでいる住民は良

質な市民、良質な市民とは二宮尊徳のことが分か

るひとということで、環境を大事にし土地利用を

大事にするひと、まあ、そういう考え方です。 

 条例のいいところは、臆面もなく理想を追求で

きるということです。法律は北海道のことを考え

たり沖縄のことを考えたりしなければならず、結

局うまくいかないのですが、条例であれば理想を

追求できる。法律の上乗せ、横だし、隙間を狙っ

て、リーダーの理想を臆面もなく追求できるわけ

です。 

 土地条例の前文をみていただくと、 

 掛川市と市民は、まちづくり及び土地に関する

所有、利用、調査、評価、取引等において、自然

環境の保全を含む公共の福祉優先の立場から、相

互に適正な方針と協定計画を持つ必要がある。又、

地価の上昇があった場合においては、報徳推譲の

精神に基づき、その利益を市民全体に還元し社会

的公正の確保に資さなければならない。 

 そのため、この条例を制定し、土地が所有物で

あっても高い公共性を併せ持つことを生涯学習し、

土地の利用は、五共益五良質体制（地権者、地元

集落、開発事業者、進出企業、転入者及び市の五

者がともに益し、ともに良質である体制）により、

市民参加のもとに総合的かつ計画的に行うものと

する。 

と書いてありますが、こんなことを書いてある条

例などは全国にありません。こんな高邁な思想を

謳ったものはないといわれたこともありますが、

また、この市長はちょっと頭が狂っているのでは

ないかといわれたこともあります。 

 なお、現在、協定区域としては２１指定され、

そのうち１１地域については協定が結ばれており

ます。 

 

９ 掛川市環境条例の特色 

 環境条例はその目的を「環境の創生と保全」と

してあります。平成５年に制定された環境基本法

では環境の保全だけになっております。それが各

県の段階では、保全だけでは十分ではないという

ことで創造が付け加わり、創造と保全というのが

一般の県の条例です。市町村も大体それに倣って

おります。しかし、環境の創造というのは人間の

行為としてはおこがましいのではないか。以前、

竹下登さんと話をしたときに「ふるさと創造」は

ちょっとおこがましい、何かいい言葉はないかと

いうことで「ふるさと創生」という言葉を思いつ

いたのですが、ここでも「創生」という言葉を使

っております。 

 普通、市町村の環境条例は３章から成り立って

おりまして、総則と基本的な施策と環境審議会が

かかれているのですが、掛川の場合は総則、一般

的な施策、個別的な施策、環境生涯学習の振興、

推進体制の５つに分けました。とくに、環境の創

生と保全のための個別政策として、水質浄化、森

林の整備と万緑化、環境保全型農業、良質の土地

利用をもりこみました。今度大店法がなくなって

大型店が地方に野放しに出店できるようになり、

それを規制するのは環境以外にはないので、環境

条例で規制することにしました。 

 ここでは廃棄物については触れておりません。

廃棄物という言葉はマイナスイメージが強いので、

循環資源という言葉にしようと考えておりますが、

しかし、厚生省はまだそこまで踏み切っておりま

せんし、今の段階でこの言葉を使うのは少し理想

を追いすぎているので、ここではその辺はあいま

いにしてあります。 

 一般には条例を作って環境基本計画を作ること

になりますが、掛川では昔からそれをやってきま

したから、もっと活力を持って更に進めるために、

環境創生委員会という実行委員会をつくってやっ

ていこうとしています。 

 先ほどの土地条例と合わせると、地権者の８割

以上の賛成を得て、環境創生委員会と土地条例の

土地審議会の同意を得れば首長は土地利用を決定

できる、これには強制権があるという考え方です。

しかし違反したときに警察庁が書類送検してくれ

るわけではないので、手段としては公表しかない。

公表ということはその会社や個人に恥をかかせる

ことですから、下手をすればプライバシーの侵害

になるのでちょっと厄介なのですが、日本の地域

社会はマイナスイメージを公表されるのを本当に

嫌がりますから、１０万や２０万円の罰金よりは

はるかに有効であるということはいえます。 

 今全国の地方都市で困難な現象が起こっている

のは、商店街が衰退し、一方では郊外の農地の執

着心が弱化している。マイカーが氾濫し、したが

って大型スーパーが郊外に進出し、そこに大駐車
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場が出来る。大店法が廃止されてこれに加速がか

かる。いま地方都市にはこうした田園性、ふるさ

と性が蝕まれつつあることをどう断ち切るかが課

題となっております。これは条例できちんとやる

しかない。農振法や都市計画法ではできないこと

です。 

 

１０ 信頼の市役所体制の樹立 

 以上を遂行するためには市役所がしっかりしな

ければいけないわけですから、市の職員には市役

所はリーダー集団だからしっかりしろ、郷土愛と

やる気をもってすれば２倍、足並みが揃って縦割

りなしでやればもう２倍、目標とビジョンと命令

がしっかりしていればさらに２倍、つまり２×２

×２で８倍の生産性を上げることが出来るとハッ

パをかけているところです。掛川は人口８万の小

さな町ですが、やればできるのです。 

 市役所を建て替えましたが、住民参加、市民参

加ということがいわれるけれども、役所の建物の

空間を住民参加、市民参加させるにはどうしたら

いいかを考えました。これをやったところがない

ので、評価していただいて、３年間で建築の賞を

４本総なめにしました。 

 これからは量と規模で競争はせず、質と本質的

な珍しさの競争であるということで、価値の成長、

小都市の美学を唱えております。いま掛川市にこ

こはいいところだ勉強になるところだという名所

を３６ヵ所つくって、そこを回って歩いて勉強す

る「とはなにか学舎」を始めております。自分の

まちをそのままテーマパークにするわけです。資

生堂へ行ったら美とはなにかを勉強する、サカタ

のタネへいったら遺伝子とはなにかを勉強する。

この町で一生涯暮らして、１世紀１週間人生、つ

まり１世紀生きて寝込んだら１週間でさよならと

いう人生が送れるようにする。それには土地利用

と環境がしっかりしていなければ駄目だ、したが

って、土地条例と環境条例が全てに優先するとい

う考え方です。 

 

 

【質疑応答】 
河内山（柳井市長）：廃棄物についてはペンディ

ングということだが、日本の廃棄物行政は一生懸

命にリサイクルをやって、容器リサイクル法も出

来、また家電のリサイクルも始まった。真面目に

考える市民の方々は一生懸命にリサイクルに協力

してくれる。そのおかげで随分リサイクル率も高

まってきた。しかし、ペットボトルのように空気

みたいなものを集めて環境負荷を高め、それを押

しつぶしてまた遠くにエネルギーを使って処理す

ることを考えると、エネルギーの消費とか環境負

荷という観点から考えた場合、どうもやればやる

ほど疑問が湧いてくる。法律で決まっていること

だからやることはやるが、ゴミであろうと循環資

源であろうと、それを出さない、買わない、使わ

ないという運動を進める必要があるのではないか。

今のようなことを１０年続けていって振り返った

ときに、この１０年間なにをやってきたのかと後

悔することになりやしないかと不安になる。 

榛村：私どもの所でも焼却や埋め立てはやってい

る。ただ、そうした際にもう少し理念を入れた条

例をつくりたかったが、出来なかった。容器につ

いては瓶と紙、ペットボトルなどの石油製品、そ

れに缶と４つある。この４つを地球環境的にみた

らどうなるか、教育的にはどうか、健康からはど

うなるかを比較検討すると、私の結論は瓶になる。

しかし、メーカーに哲学的な規制をかけるほどは

厚生省も環境庁も強くはない。一般の消費者も瓶

は重いとか割れるとか汚いとかいって敬遠する。

一升瓶というのは日本の文化としては大変なもの

であるのに、やめてペットボトルになってしまっ

た。今、厚生省に聞いても、埋立場が少しでも延

命出来るものを選びたいという一点張りで、それ

が唯一の価値観となっている。 

河内山：私もリターナブルな瓶だと思う。地方都

市からそうした声を挙げていく必要がある。しか

し、マヨネーズもキューピーは瓶のものをつくっ

ているが１％程度で、殆ど買うひとはいない。そ

このところをなんとかできないかと考えていると

ころだ。 

滝井（田川市長）：掛川の生涯学習運動を文部省

は理解しているのか。生涯学習フェスティバルが

平成８年に福岡県で開かれたとき、生涯学習をや

っている福岡、北九州、大牟田、久留米、宗像、

飯塚、田川市が指定されたが、そのときにはいま

のお話のような高度なことは一言も出ない。各市

がやっていることを比較したら田川が一番いいと

いうことになって、３年間７００万円づつの補助

がついた。これは昨年度で終わったが、田川でや

っているのは「頭を使い足腰を使い夢を持つ」と
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いうことだ。どうもあまり難しいことをいっても

市民はついてこないのではないか。掛川の市民と

いうのは大したものだと思う。 

 生涯学習の課題は介護保険に活用できるかとい

うことだ。われわれのものならば、すぐ活用でき

る。介護保険で自立と認定された高齢者は、デイ

サービスなどにいけなくなった。そこで、こうし

た高齢者を公民館に集め、放課後は子どももそこ

へ行くようにして、老幼共生ということをやって

いる。小学校は地域の太陽だというのは賛成でわ

れわれもそういっているのだが、公民館を第２の

太陽として、そこで子どもはパソコンの使い方を

高齢者に教え、高齢者は竹トンボの作り方や漬け

物の作り方を教える。こういったことをやってい

る。 

 榛村市長のような生涯学習は文部省の頭にはな

いように思えるが。 

榛村：文部省に生涯学習局が出来たのは今から１

１年前のことです。しかし、自由時間が増えたか

らとか、学歴社会を直さなければいけないとか、

パソコン教育・情報教育を徹底しなければいけな

いとか、まあ、そういうレベルの取り組みです。

環境問題とか土地利用問題などまちづくりの本質

に迫るような問題を考えることが生涯学習だなど

という発想はない。 

 しかし、どこの市も生涯学習ということを謳っ

ており、そこにはまちづくりの話も大体入ってい

る。 

中島（彦根市長）：特別計画協定区域についてで

あるが、協定を結んだ場合、それは強制力をどこ

まで持つのか。一旦協定を結んだあとで、解除で

きるのか 

榛村：協定を結んだあと解除してくれという申請

が１件あった。それはバブルが弾けて、協定は結

んだもののなんの事業も入ってこない。縛られた

だけになってしまうということで、それなら自由

にやらせてくれということであった。 

 バブルが弾けてもまた土地値が上がるだろうと

いう期待があったが、いまは協定を結んでなにか

やろうということではなく、環境や景観の観点か

ら、地域を守ろうという発想になっている。 

中島：一旦は協定を結んだが、その後事情が変わ

って開発をしたいというものが現れて、地域の内

部で解除を巡ってトラブルが発生したことはない

のか 

榛村：協定を結んだが、道楽をしてその土地が人

手に渡ってしまうということはある。そういう土

地を買うものは最初からトラブルメーカーなので、

そうならないように地域が共同で買うというやり

方しかない。そうしなければ地域は守れない。 

恒松（国民会議代表）：協定に違反するとまちづ

くり資金を徴収するというのだが、どうやるのか 

榛村：協定にどうしても違反することをやるわけ

だから、協力金をとるわけだ 

恒松：ちゃんと出すのか 

榛村：出さなければ事業が出来ない。 

安田（三鷹市長）：三鷹でもやっている。訴訟さ

れると負けるから強制的には取らないが、大体８

割方協力金を出して貰っている。 

榛村：出さないのは暴力団くらいだ。 

安田：中央集権のなかで、よくここまで独創的な

ことをやってきたものだと感心する。いままでも

情熱があればやればやれたのだと感服する。しか

し、今度は地方分権一括法が通って、分権の時代

になったということだが、その結果、仕事がやり

やすくなったか。私の所なんかはなにも変わらな

い。 

 もうひとつ、三鷹ではとても二宮尊徳の話は通

用しない。バブルが弾けたいまならばまだ三鷹の

市民も郷愁があるかもしれないが、バブル全盛期

の時代によく出来たものだ。行政がそういうこと

を言い出すことに、議会や市民から反発はなかっ

たか 

榛村：これまでも、霞ヶ関には「私たちを上手に

騙して下さい」というひともいた。それが、分権

の流れが出てきたので、なにかぶつかったときに

あちこちから応援の声が起こりやすくなった。天

守閣を木造で造るときも、１０年前だったら「駄

目ッ」といって終わりだっただろうが、建築基準

法以前の立派な建造物がなぜ駄目かという議論が

通るようになった。土地条例の時も、条例は法律

を超えて定めてはいけないと建設省からも農水省

からもいわれた。そのときも、「それでは土地投

機と狂乱地価を２つの法律が抑えることが出来た

か。できないから条例を作るのだ」と主張すると

「そうですねえ」ということになった。また、お

上に楯突くと干されるということがあるが、干さ

れないようにするやり方もある。 

 また、二宮尊徳についてだが、尊徳の教えには

勤労して節約するということだけでなく、みんな
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の力で豊かになったらそれを分かち合うという思

想、福祉の思想がある。「欲しがりません、勝つ

までは」というのでは駄目だが、「分度推譲」の

思想なら共感を得られる。環境問題も分度の問題

であって、今は度が外れている。 

 なかには時代錯誤だという人もいたが、私はそ

うではないと突っぱねて、掛川駅の駅前広場にも

金次郎の銅像を建てた（笑い）。 

安田：県との関係はどうか。 

榛村：「お宅の市長は生意気でいつも頭越しだか

ら」と部下がいじめられたこともある。 

安田：その方がいい 

榛村：今、一生懸命にやっている首長さんほど、

県がじゃまだという人が多い。 

安田：都でも、部長以上は分権とはなんたるかは

一応知っている。しかし、それ以下になると全然

知らない。これからはそういう意識改造をしっか

りやらないといけない。 

榛村：分権が徹底していると実感したのは、スイ

スへいったときのことだ。あそこは外国の要人が

亡命するとき、町村長が議会に諮ってＯＫだった

らそれで亡命を認める。そのあと県とか国に連絡

する。日本だと、まず外務省やなにかが大騒ぎす

るだろう。むこうでは原点は村になっている。分

権は市町村の考えが基本となって、それが全国的

になるというのが本来の姿だと思う。地方「分

権」では駄目で、地方「主権」という考え方が必

要だ。 

中島：都市計画の分野が一番変わっていない。い

ままでは都道府県知事が決定し建設大臣が承認を

与えるというやり方が、都道府県知事が決定する

場合に建設大臣と協議をすることに変わったが、

協議するだけでなく同意が必要だという。法律上

は承認から同意に変わったというが、実態は少し

も変わらない。 

榛村：国が市町村に補助金を出す道路整備を例に

すると、歩道を３．５メートルづつ取って真ん中

は１０ｍという道を造れば補助金を出すというの

だが、田園都市で３．５ｍの歩道を左右に付ける

必要はない。しかし、そうでなければ補助金はつ

かない。 

安田：今一番困っていることは、地方分権の世の

中だということで、福祉でもなんでも市町村にど

んどん降りてくる。ところがカネは１銭も来ない。

交付団体ならば交付税で見てくれるが不交付団体

は全部丸抱えとなっている。どうも地方分権を経

費節減の手段にしている。これは間違いだとやり

あっているのだが、なかなか手強い。 

 

 
 
 

横須賀市の環境政策 

 

横須賀市長 沢田 秀男 

Ⅰ 環境ＩＳＯ１４００１の導入 
１ 環境ＩＳＯについて 
１ 環境の意味 

 「環境」とは人間を取り巻く全てのものを指し

ますが、その構成要素は「自然」、「人間」、

「機能」になると思います。機能はさらに装置と

制度の２つに分かれますが、装置とは目に見える

構造物など機能が具形化されたものであり、また、

制度とは目に見えないシステムです。 

 人間と自然との関係は「共生」、人間と人間と

の関係は「交流」ということになりますが、人間

と機能との関係は「創造」、つまり相互依存では

なく人間が機能を創り出す関係になると考えられ

ます。横須賀市の都市基本構想のなかではまちづ

くりの理念として、この共生、交流、創造という

ものを価値概念として掲げております。 

 

２ 環境問題のとらえ方 

 そういうなかで環境問題とは一体何かといえば、

人間と自然との共生、言い換えれば「環境共生社

会」がテーマとなるわけですが、これを２つの視

点から見ることができる。ひとつは「時間軸」で

見て過去から現在、現在から未来という流れにな

るわけですが、そのなかで環境とは「過去からの

贈り物」であると同時に「未来からの預かり物」

ではないか。したがって、現在に生きる我々が勝



 10 

手に環境を壊してしまうということは、未来から

の預かりものを勝手に壊してしまうことになるわ

けです。 

 もう一つ、「空間軸」で見ると、自治体、市民、

企業という存在があって、それぞれが地域の住民

という立場を持っていますが、国のレベルで見る

と国民であり、地球レベルで見ると地球市民とな

ります。地域住民、国民というレベルでは、環境

に対して国内法を遵守すれば罰せられることはな

い。しかし、全ての国が国内法を守るだけで地球

環境が保全されるかといえばそうではない。そこ

が問題ではないか。したがって、国内法だけでな

く地球市民という感覚に基づいて生産活動や生活

活動を国内法以上に抑制していくという視点が必

要になるわけです。 

 

３ 未来と地球への思いやり 

 そこで未来と地球への思いやりということが必

要になるのです。たとえば、電気の使用量を節約

するということは当然のことながら行政経費を削

減することになる。行革によって昼休みの照明を

消灯するということをやっています。それは経費

削減につながりますからいいことなのですが、ケ

チケチ運動だけですと職員の使命感が育たない。

やらされているという感覚で終わってしまう。む

しろ、電気使用量の節約が二酸化炭素の排出量の

抑制になり、地球温暖化防止につながる、あるい

はＳＯＸ、ＮＯＸの抑制を通じて酸性雨の発生を

抑える、化石燃料の使用抑制によって資源の枯渇

防止になるというレベルの意識をもって貰うこと

が必要なのではないかと考えたわけです。こうし

た発想が環境ＩＳＯの考え方です。日常の活動が

そのまま地球環境保全につながっているという意

識を持つということが環境ＩＳＯに基礎になって

いる考え方ではないかと思っています。 

 

４ 自治体ＩＳＯの効果 

 民間企業は随分ＩＳＯを導入しております。特

に輸出企業の場合にはＩＳＯ１４００１を取って

いない企業は相手にされないというのが常識です。

しかし、自治体がなぜＩＳＯをとるかといえば、

ひとつは当然のことですが「環境負荷の軽減」で

す。自治体は行政を行うと同時に民間企業と同じ

ように事業体としての立場があるわけで、環境に

負荷を及ぼす行動を行っているので、それを軽減

する。 

２つ目は「行政コストの削減」です。 

３つ目は「行政手法の変革」につながるという

ことです。基本方針を定め、数値目標を設定し、

それに対して達成度はどの程度になっているかと

いうモニタリングをやる。そしてさらに見直しを

して新たな数値目標を設定したりする。あとで出

てきますが、ＰＬＡＮ、ＤＯ、ＣＨＥＣＫ、ＡＣ

ＴＩＯＮというＰＤＣＡサイクルというものを環

境ＩＳＯを通じて導入する。環境だけでなく、他

の行政分野にもそういうシステムを導入すること

になる。 

４つ目は市民・企業の「行政への信頼性の向上

と波及効果」です。現に、横須賀市が環境ＩＳＯ

を取ったということで東京電力横須賀営業所は、

これに負けるなということで営業所単位でＩＳＯ

の認証を取得しました。他の企業にも波及効果が

出つつあります。 

５つ目は都市として「環境に配慮する自治体」

である（私は「環境行動自治体」といっているの

ですが）というイメージの創出になる。ＩＳＯは

国際的な規格ですから、これを認証取得すれば環

境自治体ということが世界的に通用する。いわば

パスポートを取得することになるのではないかと

思います。 

 

５ 自治体経営と環境ＩＳＯ 

自治体経営の基本として地方自治法第２条第１

３項には住民福祉の増進に努めると同時に最小の

経費で最大の効果をあげるようにしなければなら

ない、と書かれております。住民福祉の増進に努

めるということは、資源の最適配分に努めるとい

うことにつながります。要望もしていないことに

依然として前例踏襲で予算をつけていくというこ

とは資源のロスであり、一方において住民のニー

ズに応えていない面がある。それを直していく政

府は「良い政府」であるということです。財政学

でいうと「配分の効率性」ということだと思いま

す。 

最小の経費で最大の効果を上げるということは

資源の最小配分ということです。資源というのは

ヒト、モノ、カネ、情報というものですが、その

最小配分を図ることは「安価な政府」であり、財

政学でいう「生産の効率性」ということになりま

す。 
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 ２１世紀は「環境の世紀」といわれますが、環

境問題を重視するのが良い政府であるとすれば、

環境自治体あるいは環境行動自治体というのが目

標となる。そうなると環境ＩＳＯの認証を受ける

自治体が増えて普遍化する。それが同時に行政コ

ストの低減につながりますから、安価な政府を実

現することになる。こうして、良い政府と安価な

政府という二律背反的になりがちな要請が同時に

併存しうるということになるのではないかと思っ

ております。 

 

２ 環境ＩＳＯ認証の取得 
１ 環境政策のフロー 

 横須賀市は平成７年度に環境基本条例を作り、

平成８年から１０年度にかけて環境基本計画を作

りました。同時に海辺生物環境調査も行い、これ

から環境配慮指針というものを策定しようとして

おります。これは環境の負荷に関係する企業や市

民に対して環境的にこういうことに配慮するよう

にというガイドラインです。しかし、民間企業や

市民にそうしたことを要請するためには自ら範を

示さないといけないということで、先ほどご説明

した環境ＩＳＯ１４００１の認証取得を行ったの

です。また、環境会計の導入も行いました。これ

はあとでご説明いたします。 

 

２ ＩＳＯについて 

 ＩＳＯとは国際標準化機構（International 

Organization for Standardization）の略で、ス

イスに本部のあるＮＧＯで、製品規格、品質管理

システム、環境マネージメントシステムなどに関

する国際規格の制定と普及を目的にしておりまし

て、その認定機関は日本ではＪＡＢと呼ばれる日

本適合性認定協会になっております。品質管理に

ついては９０００シリーズ、環境マネージメント

については１４０００シリーズの認定ということ

です。 

 

３ 環境方針の制定 

 環境１ＳＯ１４００１とは環境への負荷を低減

するための環境管理システムの国際規格で、環境

管理統括者（横須賀市の場合は市長）がまず環境

方針を定めまして、その実現のための計画・実

施・点検・是正（ＰＤＣＡサイクル）を行ってい

くということです。これは環境分野だけでなく、

他のいろいろな分野にも適用できるのではないか、

普遍化できるのではないかというのが狙いの一つ

です。 

 「環境方針」には「基本理念」と「基本方針」

が書かれておりますが、これは当たり前のことを

書いたにすぎません。しかし、それを小さな名刺

ほどのカードに印刷して職員一人一人がいつでも

携行し、見ることができるようにしてあります。

実はこの認証を受けるときに市長の面接というチ

ェックの他に市役所の廊下で職員をつかまえてち

ゃんと徹底しているかどうかのチェックがあり、

駄目だと認証が受けられないのです。横須賀市の

場合はたまたま臨時職員がつかまってチェックさ

れ、幸い、うまく答えてパスしたのですが、それ

をあとで聞いて冷や汗をかいた覚えがあります。 

 

４ 環境目的と目標の設定 

 この環境方針の具体化のために「環境目的」と

「目標」を設定いたします。その内容は、第１：

環境基本計画の施策、第２：省エネルギー、省資

源及びリサイクルの推進、第３：許認可業務にお

ける環境配慮、の３つに分かれますが、第１の環

境基本計画の施策としては、①健康で安心して暮

らせる生活環境の形成、②海に開かれた緑豊かな

自然と共生するまちづくり、③環境への負荷の少

ない循環型社会の形成、④市民協働による環境に

配慮したまちづくりの４本が柱となっており、そ

れが２６項目の具体的な施策となり、それぞれに

達成目標が設定されております。目標は数量的に

提示できるものとできないものがあります。 

 まず、ごみ処理工場（南処理工場）からのダイ

オキシンを含めた大気汚染物質及び水質汚濁物質

の排出濃度の低濃度管理など、市が事業体として

活動する場合に環境に負荷を及ぼすことを低減す

ること。また、公共施設のグリーンアップ。これ

は主として学校ですが、そのブロック塀を生け垣

にして緑の量を増やしていくことですが、民有地

にも苗木の配布などを通じてこれを進めておりま

す。 

 省エネなどの分野は、市が事業体として活動し

ていることについて、職員の協力によって電気使

用量とかガス使用量の削減などを定め、行政経費

が削減されることになるわけです。達成目標とし 
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環境目的及び環境目標一覧表 
 
No 環境目的及び環境目標 取組部局 平成１４年度までの達成指標 

Ⅰ 環境基本計画の施策 

１ 大気汚染物質の排出濃度の削減 南処理工場 NOx、SOx、ばいじんの低レベル濃度を保持する 
２ ダイオキシンは移出濃度の削減 南処理工場 現有排ガス処理施設の改造による濃度の削減 
３ 焼却灰の無害化処理の維持管理 南処理工場 有害物質の低レベル濃度の維持 
４ 公用車への７都県市指定低公害車の導入 財政部 平成１３年度までに２８台導入。１４年度継続導入 
５ ごみ収集車への天然ガス車及びＬＰＧ車の導入 環境部 平成１３年度までに７台導入、１４年度継続導入 
６ 放流水質の管理 南処理工場 有害物質等の低レベル濃度の維持 
７ 公共下水道事業の推進 下水道部 公共下水道普及率９４．０％ 
８ 合併処理浄化槽設置補助制度の実施 環境部 専用住宅に合併処理浄化槽を設置する際の補助制度実施 
９ 雨水浸透舗装（歩道）の推進 下水道部 公共下水道管渠工事の歩道舗装１００％雨水浸透舗装 
１０ 建築確認時における雨水浸透ますの普及指導 下水道部 建築確認時にパンフレットなどによる雨水浸透まず 

の設置要請指導 
１１ 宅地造成、開発指導の狭義における雨水浸透 

ますの普及指導 
下水道部 宅地造成、開発行為等の協議時に設置要請 

１２ 市民の初期消火能力の向上による火災の防止 各消防署 消火訓練の実施による火災の防止 
１３ 消火訓練における水消火器の使用促進 各消防署 水消火器使用率１０％ 
１４ 公共施設グリーンアップ 緑政部 公共施設への緑栽を６６０m 実施 
１５ 民有地グリーンアップ 緑政部 生垣用樹木支給を３，１８０ｍ分実施 
１６ 河川の自然環境整備 下水道部 平成１２年度までに前田川８８０ｍの親水施設整備 
１７ 公共下水道管渠工事発生残土のリサイクル促進 下水道部 現場発生土のリサイクル率７８％ 
１８ 樹木剪定枝活用 緑政部 剪定枝葉のチップ化率２０％ 
１９ 下水道投入施設整備事業 環境部 し尿等を下水道施設へ投入するための中間施設設置及び稼働 
２０ 余熱利用 南処理工場 ごみ焼却熱のプールへの熱供給 
２１ 売電事業 南処理工場 ごみ焼却熱により発電し東京電力に売電 
２２ フロンの回収 南処理工場 廃冷蔵庫のフロンの回収 
２３ 都市部 代替材使用（工事６件分）の拡大 
２４ 

熱帯材型枠の使用削減 
下水道部 熱帯材型枠の使用削減の促進 

２５ ＩＳＯ9000、14001 認証取得支援事業 経済部 中小企業及び組合等に対する融資等の支援の実施 
２６ グリーン購入 会計課 エコ商品購入の拡大と取扱基準の見直しの実施 

Ⅱ 省エネルギー、省資源及びリサイクル（廃棄物の減量化）の推進 

２７ 電気使用量の削減 各施設 平成９年度比２％以上削減 
２８ 都市ガス及びＬＰＧの使用量の削減 該当施設 平成９年度比４．７％以上削減 
２９ ガソリン使用量の削減 該当施設 平成９年度比１３．３％以上削減 
３０ 軽油使用量の削減 環境第１事務所 

環境第２事務所 
平成９年度比７．５％以上削減 

３１ 灯油使用量の削減 本庁舎 平成９年度比３９．６％以上削減 
３２ 事務用紙使用量の削減 該当施設 平成９年度比０．０３％増に抑制 
３３ 廃棄物の削減 該当施設 平成９年度比１６％以上削減 

Ⅲ 許認可業務における環境配慮 

３４ 開発行為にかかる許認可時における環境配慮の推進 都市部 環境配慮の指針の配布による啓発、結果の調査 
３５ 環境に負荷を与える施設及び廃棄物処理施設 

にかかわる許認可時における環境配慮 
環境部 環境配慮書配布による指導、啓発 

 

 

て数値で掲げることができるのはこの分野が中心

になりますが、多少低めに設定したために、これ

を大幅に上回る実績になっております。ここで各

施設とあるのは市役所本庁舎、行政センター

（９）、廃棄物処理工場、消防署（３）、港湾事

業所（２）など２４施設が対象となります。ただ

し、病院・学校と下水道事業管理部門は除いてあ

ります。下水道部門を除いたのはその部門だけ一

足早く別途認証を取得したためです。また、学校

現場や保育所を除いたことについては、対象にし

てくれという意見もありましたが、すべてがそう

いう意見ではなく、学校によって温度差もあり見
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送ったわけです。市長が指揮命令できる部門につ

いて対象としたということです。 

 最後の許認可業務において環境に配慮するよう

指導を行うことは市民・企業の協力がなければで

きず、協力を呼びかけようということです。 

 

５ 現場での実践 

 こうしたことが現場でどう行われているかにつ

いてはなかなかイメージとして浮かびにくいと思

いますが、たとえば各課に「取り扱い責任者」を

指定します。横須賀市は係制度を廃止しましたの

で、係長ではなく主査・主任クラスが交代制で責

任者になりますが、その職場で電気は朝８時１５

分になったらつける。昼は１２時１５分から１時

までは消灯する。夜は５時半になったら消す。残

業するときはその場所だけつけるということにし

ます。 

ここまでは普通の経費節減運動でもやっている

のですが、このシステムの違いは、そういったこ

とを壁に紙を貼って記入し、それを責任者がチェ

ックする。ごみもティッシュペーパーのように再

利用できないものは捨てますが、一般紙は必ず両

面使用します。ですから、各課が説明資料などを

持ってきますが、裏を見ると全く関係のないこと

が書いてあるということになります。こうした両

面使用したあとはリサイクルに出す。責任者はそ

うしたこともチェックするということです。車も

急発進や急停止はせずに、最短距離を走る。それ

をちゃんと記入させるということで、すべて文書

にきちんと残し、それを内部的に監査する人間が

いるというのが、このシステムの特徴であると考

えております。 

 

 

Ⅱ 環境会計の導入 
１ 導入の目的 

 次に横須賀市の環境会計についてご説明します。

これは平成１０年度決算に基づきまして、環境活

動に対する費用対効果を分析したものです。その

利用目的は内部的と外部的とになります。内部的

には今後の経営管理のために使おうというもので

すが、同時に市民に公表することによって市民の

信頼性を得たいというのが目的です。民間企業で

は日本ＩＢＭとか富士通とか既に独自の環境会計

を発表しているところがいくつもあります。 

２ 環境会計の集計結果 

 環境会計を作る場合、環境保全効果はそのすべ

てを貨幣換算できるものではありませんが、貨幣

換算できなくとも定量的に表示できるものもなか

にはあります。 

 集計結果を見ていただきますと、環境対策と環

境施策に分けてありまして、環境対策とは環境庁

から民間に対するガイドラインが発表されました

ので、それに基づいて、事業エリア内コスト、上

下流コストなどに分けて投入した費用を掲げてあ

ります。そして貨幣換算をしてその社会的効果を

出しております。一番右の欄には貨幣換算できな

い効果を掲げてあります。そうしてみますと、環

境対策の費用として９億８７００万円投入し、効

果は私的効果が２億２７００万円、社会的効果が

１億４６００万円、これを単純に合計しますと３

億７３００万円になります。投入した費用に対し

て下回っているということになりますが、だから

効率の悪い投資だったかといえば必ずしもそうは

いえない。貨幣換算できない効果がありますので、

単純に数字だけを比べるわけにはいかないという

のがこの会計の悩ましさでもあるわけです。 

 その下には環境施策という欄がありますが、こ

のトータルは２１６億２７００万円でありまして、

自治体の場合には環境対策よりも環境施策の方が

圧倒的多いということになります。その社会的効

果は１９６億６０００万円、ここでも費用に達し

ていませんが貨幣換算できないものに対する投入

があるためにこういうことになるわけです。貨幣

換算できるものだけで見ると、合計２２６億円か

けて２００億円の効果だったということになりま

す。 

 

３ 環境対策と環境施策 

 ここで、環境対策というのは自治体が自らの活

動を通じて環境に負荷を与える場合、その負荷を

低減するために採った対策をいいます。つまり自

治体が民間と同じように一事業体として環境に負

荷を与える原因者となっている場合に、その負荷

を軽減するための施策です。 

一方、環境施策というのは民間企業にはないも

のでありまして、原因者は自治体でなく住民や事

業者です。その活動から生ずる環境への負荷を自

治体が行政として低減させるために取った施策を

環境施策と呼んでおります。典型的な例は公共下 
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平成１０年度決算に基づく横須賀市環境会計の集計結果 
 

効  果 
貨幣換算（千円） 

 

費用・効果項目 
費用 

（千円） 私的効

果 
社会的効

果 

貨幣換算のできない 
（左記以外の）主な効果 

公害防止

コスト 707,665 71,492 123,866 
大気汚染を原因とする健康被害の低減・抑制

（ばいじん、塩化水素等） 
地球環境

保全コス

ト 47,067 125,695 22,277 

再生材料使用による資源枯渇の抑制（再生材料

を一定以上使用した工事等） 

資源循環

コスト 
120,293 30,277 205 

有害廃液等の処分により回避された被害等（廃

液類処理 ヘキサン廃液他／廃試薬類処理 試

案化化合物等） 

事業 
エリ

ア内 
コス

ト 

小計 875,025 227,464 146,348  

上・下流コスト 331  13 森林資源・生態計の保全 
管理活動コスト 

103,152   

（環境マネジメントシステム構築・運用の効果

は平成 11 年度決算に基づく環境会計から効果と

して現れる） 
研究開発コスト 

334   
下水道終末処理放流水の汚濁低減への研究結果

の貢献 
社会活動コスト 

9,006   
下水道事業に対する市民の理解の向上、廃棄物

処理事業に対する市民の理解の向上 
環境損傷コスト     

環 
境

対

策 

環境対策計 987,848 227,464 146,361  

大気環境の保全 949,553  3,736,710 快適性（道路整備時の緑化） 
水循環の保全 

14,815,096  1,453,240 
水質汚濁を原因とする健康被害の低減・抑制

（水質汚濁防止事業） 
廃棄物管理 

4,764,622  5,768,487 
不適切な産業廃棄物を原因とする健康被害の低

減・抑制（産業廃棄物指導事業） 
土壌及び地下水

汚染の防止 6,689  37,000 

 

騒音及び震動の

防止 14,150   
騒音振動を原因とする快適性悪化の低減・抑制

（騒音振動防止対策事業） 
自然環境の保全 938,4,6  8,650,422  

研究開発 
1,737   

分析方法等の開発を通じた大気汚染防止推進（神奈

川県臨海地区大気汚染調査協議会） 
その他 

137,117  14,652 
公衆トイレを整備することによる快適性悪化の

低減・防止 

環 
境

施

策 

環境施策計 21,627,370  19,660,511  

計 22,615,218 20,043,336  

 

 

水道事業です。これによって水質汚濁防止を図ろ

うというわけですが、なぜこれを自治体がやらな

ければならないかといえば、自治体が自ら原因者

になる場合というのは全体としては非常に少なく、

圧倒的に事業所や住民が原因者である。その負荷

軽減のための下水道の整備は、民間企業が行うに

は馴染まないので、自治体が行政として行うので

す。 

 費用の計上の仕方は、先のＩＳＯ１４００１で

対象となった１８部局２４事業所における対策を

環境対策として計上し、予算に計上されたものか

らそれを除いたものを環境施策として計上してあ

ります。 
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４ 私的効果と社会的効果 

 効果も私的効果と社会的効果と２つにわけてあ

りますが、私的効果というのは自治体が１事業体

として環境対策を行った場合に結果的に回避低減

された実際の市場取引を通じて発生する費用です。

つまり、清掃工場でごみを燃やす場合、その焼却

余熱を利用してその清掃工場で発電すると、その

発電分だけ電力会社から購入する電力の電力料が

軽減される。それが私的効果です。つまり、当該

事業所のなかで効果を受益するケースです。 

一方、社会的効果というのは、環境対策や環境

施策によって結果的に回避軽減された環境汚染に

よる健康や財産などへの被害ということで、この

受益者は市民、事業者ということになります。大

気汚染対策によって健康被害が回避低減されたな

らば、その効果が社会的効果となります。 

 

５ 今後の課題 

 以上が環境会計の概要ですが、この数字だけか

らは判断しにくい面があるというのが悩みです。

民間企業の場合には環境対策だけで済むわけです

し、私的効果を中心に考える場合が多いのですが、

自治体の場合はそうはいかないので、この部分を

手法としてどう確立していくかが課題となってお

ります。いずれにしてもＩＳＯ１４００１の延長

線上でこういうことを分析していこうとしたわけ

です。それぞれ細かな計算方法がありますが、こ

れは省略させていただきます。 

 これを発表して以来、多くの自治体や国の役所、

大学、シンクタンクから問い合わせがありますが、

これからいろいろな意見を聞きながら、よりよい

ものにしていきたいと考えております。 

 

【質疑応答】 
並河（事務局長）：先ほど河内山さんが述べられ

たペットボトル収集についての悩みなどは、この

会計上ではどう扱われるのか 

沢田：項目は環境施策の廃棄物管理という欄にな

るが、そこまでの細かい仕分け分析にはまだなっ

ていない。 

滝井：環境問題は地球規模で考えなければいけな

いが、これについてはどのような扱いになってい

るのか 

沢田：自治体として地球レベルの問題に直接関わ

ることは難しいが、その地域での活動が地球全体

にも関係を持つという意識の醸成は自治体もでき

る。だから、このように目標を設定して、日々の

活動を見直していくということにしたわけである。

資源を大事にしよう、などと抽象的な掛け声をか

けているだけでは意識改革は進まないし、長続き

しない。環境ＩＳＯを取ったということは、国内

法のレベルだけでなく、さらに厳しく日常活動に

気を配るということだ。 

千葉（市川市長）：早くから基本条例を作って取

り組まれてきたことに敬意を表したい。私はまだ

市川市の市長になって２年半だが、平成１０年に

環境基本条例を作り、環境基本計画が今年度から

スタートしたところである。それと同時にＩＳＯ

も、クリーンセンターだけであるが昨年取得した。

また、環境マネージャーというのを各部局に置き、

グリーン購入も今年４月から始めた。 

そうしたなかで、今困っているのは、環境とは

全てに関係するわけで、環境部の扱いをどうする

か、また、環境部と清掃とを一緒にした方がいい

のかということである。縦割りの組織のなかで組

織的な再編を考えなければならないとも考えてい

るのだが、横須賀の場合はどうしているのか。 

沢田：横須賀市も環境管理部門と清掃部門とは別

であった。環境管理課は保健衛生部門にあって、

廃棄物収集・処理を行う環境事業部と別であった。

今はこれを一緒にして環境部ということにしてあ

る。環境管理という行政的仕事と廃棄物処理とい

う自ら事業体として行う部門とを一緒にしたが、

やってみるとこの方がいいようだ。環境管理を保

険衛生部に置いておくと、ちょっと異質な存在に

なって浮いてしまう。 

千葉：もうひとつ、市川では環境市民会議という

のを作った。委員を公募したが、予算上は６回分

しか計上しなかったのに、委員は自費で６０回以

上も委員会を開いた。こういう市民活動というの

は横須賀の場合はどうか 

沢田：環境基本条例や基本計画を作るときは市民

参加ということでやった。 

河内山：ＰＤＣＡサイクルをＩＳＯ以外にも普遍

化させていきたいとのことであるが、どのような

効果が出てきたか 

沢田：まだ具体的には出ていない。まだＩＳＯが

始まったばかりである。ただ、職員の意識には変

革が出てきていると思う。これまでも基本条例や

基本計画作成の時に職員の参加があったが、それ



 16 

はごく一部の限られた人たちであって全庁的では

なかった。しかしＩＳＯの場合は文字通り全職員

の参加でやったわけでそこが基本的に違う。こう

した全庁的に一丸となって取り組んだ学習効果と

いうものはこれから拡げていきたい。行政評価な

どというのはまさにそういうものだと思う。 

河内山：柳井では能率協会の協力で行政評価を始

めたのだが、各部課に担当者を置いたところ、彼

らは勉強するが全庁的にはなっておらず苦労して

いる。外部の認証をとるという手法の方が全庁的

な取り組みになるのかも知れない。 

沢田：ＩＳＯの場合はいったん取ればいいのでは

なく、６ヵ月後に再調査が行われる。さらに１年

後、２年後にも調査があって、３年立つとまた登

録更新しなければならない。だから延々と続くわ

けで。正直のところかなわないなあという気もす

る。しかし、せっかくこうしてやり始めたことで

あるから、環境以外にも応用したいと考えている。 

恒松：今回の環境会計は１０年度決算がもとにな

っているが、更にこれを続けるのか。 

沢田：さらに続けるつもりである。なによりも、

手法がまだ確立しておらす、手探りでやったもの

だから、もう少し精度をたかめたい。そのために

は多くの自治体でやってもらって意見交換ができ

ればありがたい。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務局より】 

１ さる１０月１７日には財政構造改革をめぐっての意見交換会を行いました。増税の話の前にまず歳出の

見直しを進めることが必要という点で意見が一致し、次は公共事業とか社会保障のあり方を議論しようとい

うことになりました。その模様は次号でご報告します。今後の議論の仕方については、大勢でやるのがいい

か少人数で絞ってやるのがいいのか思案中です。財政や税制の話は具体的にやろうとすればどうしても細か

く専門的になりますので、足早な議論のためには時として少人数方式を採るしかないとも考えています。 

２ １０月２７日には市町村主権フォーラム首長会議が開かれ、柳井市の河内山市長からの報告のあと、

「税源移譲と財政調整」についての地方財政研究会の試案が審議されました。審議の結果、このペーパーの

目的などについて注釈を加えた上で改めてフォーラム参加の首長の意見を求め、その上で発表することとな

りました。恐らく、次号にはご紹介できると思います。 
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